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議 案 目 次 

議案番号 議 案 名 頁 

同 意 第 １ 号 副市長の選任につき同意を求めることについて ５ 

議 案 第 31号 令和３年度登米市一般会計補正予算（第13号） 別冊 

議 案 第 32号 
登米市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条

例の一部を改正する条例について 
６ 

議 案 第 33号 
登米市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例

の一部を改正する条例について 
７ 

議 案 第 34号 
登米市職員の給与に関する条例及び登米市一般職の任期付職員

の採用等に関する条例の一部を改正する条例について 
８ 

議 案 第 35号 
登米市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 
10 
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同意第１号 

 

副市長の選任につき同意を求めることについて 

 

次の者を副市長に選任したいので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第162条の

規定に基づき、議会の同意を求める。 

 

 

令和４年３月 15 日提出 

 

登米市長 熊 谷 盛 廣    

 

 

氏  名 丸山 仁 

住  所 登米市東和町 
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議案第 32 号 

   

    登米市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する 

    条例の一部を改正する条例について 

 

登米市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（平成 17 年登米

市条例第 49 号）の一部を次のとおり改正するものとする。 

 

 

  令和４年３月 15 日提出 

 

                     登米市長 熊 谷 盛 廣     

 

 

登米市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正

する条例 

 登米市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（平成 17 年登米

市条例第 49 号）の一部を次のように改正する。 

第５条第３項中「100 分の 167.5」を「100 分の 162.5」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

２ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、この条例による改正後の登米市議会議

員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例第５条第３項の規定にかかわ

らず、同項の規定により算定される期末手当の額から、令和３年 12 月に支給され

た期末手当の額に、167.5 分の 10 を乗じて得た額を減じた額とする。 
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議案第 33 号 

   

    登米市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する 

    条例の一部を改正する条例について 

 

登米市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例（平成17年登米市

条例第54号）の一部を次のとおり改正するものとする。 

 

 

  令和４年３月 15 日提出 

 

                     登米市長 熊 谷 盛 廣    

 

 

登米市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を改正す

る条例 

 登米市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例（平成 17 年登米市

条例第 54 号）の一部を次のように改正する。 

第４条第２項中「100 分の 167.5」を「100 分の 162.5」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

２ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、この条例による改正後の登米市特別職

の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例第４条第２項の規定にかかわら

ず、同項の規定により算定される期末手当の額から、令和３年 12 月に支給された

期末手当の額に、次の各号に掲げる職員の区分ごとに、それぞれ当該各号に定め

る割合を乗じて得た額を減じた額とする。 

(1) 特別職の職員で常勤のもの 167.5 分の 10 

(2) 市の一般職の職員 127.5 分の 15 
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議案第34号 

 

    登米市職員の給与に関する条例及び登米市一般職の任期付 

    職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例について 

 

登米市職員の給与に関する条例（平成17年登米市条例第58号）及び登米市一般職

の任期付職員の採用等に関する条例（平成21年登米市条例第37号）の一部を次のとお

り改正するものとする。 

 

 

  令和４年３月15日提出 

 

                     登米市長 熊 谷 盛 廣     

 

 

登米市職員の給与に関する条例及び登米市一般職の任期付職員の採用等に関す

る条例の一部を改正する条例 

 （登米市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 登米市職員の給与に関する条例（平成17年登米市条例第58号）の一部を次の

ように改正する。 

第19条第２項中「100分の127.5」を「100分の120」に改め、同条第３項中「100

分の127.5」を「100分の120」に、「100分の72.5」を「100分の67.5」に改める。 

 （登米市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

第２条 登米市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成21年登米市条例第37

号）の一部を次のように改正する。 

第８条第２項中「100分の127.5」を「100分の120」に、「100分の167.5」を

「100分の162.5」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

２ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、第１条の規定による改正後の登米市職

員の給与に関する条例第19条第２項（同条第３項又は第２条の規定による改正後

の登米市一般職の任期付職員の採用等に関する条例第８条第２項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。）及び第４項から第６項まで若しくは第23条第１

項から第３項まで若しくは第５項、外国の地方公共団体の機関等に派遣される登
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米市職員の処遇等に関する条例（平成19年登米市条例第３号）第４条第１項又は

登米市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例（平成19年登米市条例第４

号）第４条の規定にかかわらず、これらの規定により算定される期末手当の額

（以下「基準額」という。）から、令和３年12月に支給された期末手当の額に、

同月１日（同日前１か月以内に退職した者にあっては、当該退職をした日）にお

ける次の各号に掲げる職員の区分ごとに、それぞれ当該各号に定める割合を乗じ

て得た額（以下「調整額」という。）を減じた額とする。この場合において、調

整額が基準額以上となるときは、期末手当は、支給しない。 

(1) 再任用職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の４第１項、第

28条の５第１項又は第28条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された

職員をいう。次号において同じ。）以外の職員 127.5分の15 

(2) 再任用職員 72.5分の10 
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議案第35号 

 

登米市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する 

条例について 

 

登米市職員の育児休業等に関する条例（平成17年登米市条例第46号）の一部を次

のとおり改正するものとする。 

 

 

  令和４年３月15日提出 

 

                     登米市長 熊 谷 盛 廣     

 

 

登米市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 登米市職員の育児休業等に関する条例（平成 17 年登米市条例第 46 号）の一部を次

のように改正する。 

第２条第３号アを次のように改める。 

ア その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子をいう。以下同

じ。）が１歳６か月に達する日（以下「１歳６か月到達日」という。）（第２

条の４の規定に該当する場合にあっては、２歳に達する日）までに、その任期

（任期が更新される場合にあっては、更新後のもの）が満了すること及び引き

続いて任命権者を同じくする職（以下｢特定職｣という。）に採用されないこと

が明らかでない非常勤職員 

 第 17 条中「次に掲げる職員」を「育児休業法第 17 条の規定による短時間勤務をし

ている職員」に改め、同条各号を削る。 

 第 18 条第１項中「再任用短時間勤務職員等」を「地方公務員法第 28 条の５第１項

に規定する短時間勤務の職を占める職員」に改める。 

 本則に次の２条を加える。 

（妊娠、出産等についての申出があった場合における措置等） 

第 21 条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、当該職員又はその配偶者が妊娠

し、又は出産したことその他これに準ずる事実を申し出たときは、当該職員に対し

て、育児休業に関する制度その他の事項を知らせるとともに、育児休業の承認の請

求に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じなければならな

い。 

２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出をしたことを理由として、当該職員が
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不利益な取扱いを受けることがないようにしなければならない。 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第 22 条 任命権者は、育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにするため、次

に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 職員に対する育児休業に係る研修の実施 

(2) 育児休業に関する相談体制の整備 

(3) 前２号に掲げるもののほか、育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 


